
5.1.8-183 

5.1.8.5 環境保全措置の検討 

(1) 環境保全措置の検討項目 

「工事の実施」並びに「土地又は工作物の存在及び供用」に伴う生態系への環境影響を、

事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避し、又は低減するための環境保全措置とし

て、専門家の指導及び助言を踏まえ、表 5.1.8-71 に示すとおり検討した。 

 

表 5.1.8-71 環境保全措置の検討項目(1/4) 

項目 予測結果の概要 

環境保全措置 

の検討 

工事の

実施 

土地又

は工作

物の存

在及び

供用 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

                  上
位
性 

陸
域 

サシバ 上位性(陸域)の視点から注目される種であるサシバ 2

つがいは、直接改変及びダム洪水調節地内の環境による影

響については、いずれの高利用域、営巣中心域及び営巣地

もダム関連工事等の直接改変区域及びダム洪水調節地と

重複しないことから、生息環境及び繁殖活動は維持される

ものと考えられる。また、直接改変以外の影響については、

建設機械の稼働に伴う騒音等の発生、作業員の出入り及び

工事用車両の運行による生息環境の変化及び繁殖活動へ

の影響は小さいものと考えられる。 

－ － 

注）－：環境保全措置の検討を行わない。 
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表 5.1.8-71 環境保全措置の検討項目(2/4) 

項目 予測結果の概要 

環境保全措置 
の検討 

工事の
実施 

土地又は
工作物の
存在及び
供用 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

                  上
位
性 

河
川
域 

カワガ

ラス 

カワガラスのつがいのうち、ダム下流に生息する3つがい（A、B及び
Cつがい）は、直接改変及びダム洪水調節地内の環境による影響につい
ては、行動圏、高利用域及び営巣地が直接改変区域及びダム洪水調節
地と重複しないことから、生息環境及び繁殖活動は維持されると考え
られる。直接改変等以外の影響については、建設機械の稼働等による
生息環境の変化及び繁殖活動への影響、流況の変化、水質の変化及び
河床の変化による各つがいの餌生物の生息環境の変化は小さいと考
えられる。 
行動圏がダム堤体直下流に分布するカワガラス1つがい(Hつがい)

は、直接改変及びダム洪水調節地内の環境による影響については、ダ
ム堤体工事等の直接改変区域及びダム洪水調節地と行動圏が重複し
ないことから、生息環境及び繁殖活動は維持されると考えられる。直
接改変等以外の影響については、ダム関連工事に伴う建設機械の稼働
等により、生息環境の変化及び繁殖活動への影響が生じる可能性が考
えられる。また、流況の変化、水質の変化及び河床の変化による各つ
がいの餌生物の生息環境の変化は小さいと考えられる。河川の連続性
の変化については、行動圏はダム堤体下流に位置し、行動圏内にダム
堤体は含まれていないことから、行動圏の連続性は維持されると考え
られる。 
行動圏がダム洪水調節地内の大戸川沿いに分布するカワガラス1つ

がい（Dつがい）は、ダム堤体工事等の直接改変により行動圏の一部が
改変区域と重複しているが、主要な生息範囲及び営巣地は改変されな
いことから、主要な生息環境及び繁殖活動は維持されると考えられ
る。また、試験湛水に伴う一定期間の冠水及び洪水調節に伴う一時的
な冠水による生息環境の変化は小さいものの、繁殖活動に影響が生じ
る可能性が考えられる。直接改変等以外の影響については、ダム関連
工事に伴う建設機械の稼働等により、生息環境の変化及び繁殖活動へ
の影響が生じる可能性が考えられる。また、水質の変化及び河床の変
化による各つがいの餌生物の生息環境の変化は小さいと考えられる。
河川の連続性の変化については、行動圏はダム堤体上流に位置し、行
動圏内にダム堤体は含まれていないことから、行動圏の連続性は維持
されると考えられる。 
行動圏がダム洪水調節地内の田代川沿いに分布するカワガラス2つ

がい（E、Gつがい）は、直接改変及びダム洪水調節地内の環境による
影響については、ダム堤体工事等の直接改変区域及びダム洪水調節地
と行動圏が重複しないことから、生息環境及び繁殖活動は維持される
と考えられる。また、試験湛水に伴う一定期間の冠水及び洪水調節に
伴う一時的な冠水による生息環境の変化は小さいものの、繁殖活動に
影響が生じる可能性が考えられる。直接改変等以外の影響について
は、ダム関連工事に伴う建設機械の稼働等により、生息環境の変化及
び繁殖活動への影響が生じる可能性が考えられる。また、水質の変化
及び河床の変化 による各つがいの餌生物の生息環境の変化は小さい
と考えられる。 
行動圏がダム洪水調節地内の大戸川沿いに分布するカワガラス1つ

がい（Fつがい）は、直接改変及びダム洪水調節地内の環境による影響
については、行動圏、高利用域及び営巣地が直接改変区域及びダム洪
水調節地と重複しないことから、生息環境及び繁殖活動は維持される
と考えられる。また、試験湛水に伴う一定期間の冠水及び洪水調節に
伴う一時的な冠水による生息環境の変化は小さいものの、繁殖活動に
影響が生じる可能性が考えられる。直接改変等以外の影響について
は、建設機械の稼働等による生息環境の変化及び繁殖活動への影響、
水質の変化及び河床の変化による各つがいの餌生物の生息環境の変
化は小さいと考えられる。 
これらのことから、カワガラス5つがい（D、E、F、G及びHつがい） 

については、生息環境の変化及び繁殖活動への影響が生じる可能性が
考えられ、上位性(河川域)からみた地域を特徴づける生態系に変化が
生じると考えられる 。 

○ ○ 

注）○：環境保全措置の環境保全措置の検討を行う。(ただし、「工事の実施」における直接改変及び直接改変等以
外の改変区域付近の環境の変化による生育環境の変化の影響に対する環境保全措置の検討は、「土地又は
工作物の存在及び供用」に併せて検討する。) 

－：環境保全措置の検討を行わない。  
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表 5.1.8-71 環境保全措置の検討項目(3/4) 

項目 予測結果の概要 

環境保全措置 

の検討 

工事の

実施 

土地又

は工作

物の存

在及び

供用 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

                  典
型
性 

陸
域 

アカマツ

林 

ダム堤体や付替道路等により、予測地域の「アカマツ林」
は約 0.06%が改変されるが、改変される面積は小さく、大
部分が広くまとまりをもって残存する。 
また、試験湛水時に洪水調節地内の植生が冠水し、予測

地域の「アカマツ林」は約 0.3%が変化するが、変化する面
積は小さく、大部分が残存する。なお、洪水調節時の冠水
期間は一時的であり植生変化は小さいと考えられる。 
これらのことから、「アカマツ林」に生息・生育する生

物群集の構成にも大きな変化はないと考えられる。 
なお、試験湛水により植生変化が生じた箇所は、短期的

には、草本群落や低木群落を中心とする植生に遷移し、長
期的には、それぞれ場所の環境条件に応じた植生に遷移す
るものと考えられる。 

○※ － 

スギ・ヒ

ノキ植林 

ダム堤体や付替道路等により、予測地域の「スギ・ヒノ
キ植林」は約 0.03%が改変されるが、改変される面積は小
さく、大部分が広くまとまりをもって残存する。 
また、試験湛水時に洪水調節地内の植生が冠水し、予測

地域の「スギ・ヒノキ植林」は約 0.2%が変化するが、変化
する面積は小さく、大部分が残存する。なお、洪水調節時
の冠水期間は一時的であり植生変化は小さいと考えられ
る。 
これらのことから、「スギ・ヒノキ植林」に生息・生育

する生物群集の構成にも大きな変化はないと考えられる。 
なお、試験湛水により植生変化が生じた箇所は、短期的

には、草本群落や低木群落を中心とする植生に遷移し、長
期的には、それぞれ場所の環境条件に応じた植生に遷移す
るものと考えられる。 

○※ － 

落葉広葉

樹林 

ダム堤体や付替道路等により、予測地域の「落葉広葉樹
林」は約 0.004%が改変されるが、改変される面積は小さ
く、大部分が広くまとまりをもって残存する。 
また、試験湛水時に洪水調節地内の植生が冠水し、予測

地域の「落葉広葉樹林」は約 0.3%が変化するが、変化する
面積は小さく、大部分が残存する。なお、洪水調節時の冠
水期間は一時的であり植生変化は小さいと考えられる。 
これらのことから、「落葉広葉樹林」に生息・生育する

生物群集の構成にも大きな変化はないと考えられる。 
なお、試験湛水により植生変化が生じた箇所は、短期的

には、草本群落や低木群落を中心とする植生に遷移し、長
期的には、それぞれ場所の環境条件に応じた植生に遷移す
るものと考えられる。 

○※ － 

注）○：環境保全措置の環境保全措置の検討を行う。(ただし、「工事の実施」における直接改変及び直接改変等以

外の改変区域付近の環境の変化による生育環境の変化の影響に対する環境保全措置の検討は、「土地又は

工作物の存在及び供用」に併せて検討する。) 

－：環境保全措置の検討を行わない。 

※：影響は小さいと考えられるが、ダム洪水調節地内の植生のより確実な回復を図るため、ダム洪水調節地内にお

ける植生モニタリング及びその結果に応じた必要な措置の検討を行う。 
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表 5.1.8-71 環境保全措置の検討項目(4/4) 

項目 予測結果の概要 

環境保全措置 

の検討 

工事の

実施 

土地又

は工作

物の存

在及び

供用 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

                  典
型
性 

河
川
域 

緩やかな

平地区間 

「緩やかな平地区間」は、直接的な改変が生じる区間に
該当しない。 
水質の変化は小さいことから、魚類、底生動物の生息環

境の変化は小さいと考えられる。 
また、河床の変化は小さいことから、魚類、底生動物の

生息環境の変化は小さいと考えられ、魚類、底生動物の生
息は維持されると考えられる。 

－ － 

急峻な山

地区間 

「急峻な山地区間」は、ダム建設により約 0.2km(約
1.8%)において改変が生じるが、「急峻な山地区間」の大部
分は事業実施区域よりも上流に連続して分布しているた
め、大部分が残存すると考えられる。また、試験湛水時の
冠水により約 3km(約 27.5％)において河岸植生がほぼ変
化するが、変化する区間は一部であり、河岸植生が変化し
た範囲についても長期的にはそれぞれの場所の環境条件
に応じた植生に遷移するものと考えられることから、生
息・生育環境及び生息・生育する生物群集の変化は小さく、
魚類の餌生物である落下昆虫や底生動物への有機物供給
は一定程度維持されると考えられる。 
水質の変化は小さいことから、魚類、底生動物の生息環

境の変化は小さいと考えられる。 
また、河床の変化は小さいことから、魚類、底生動物の

生息環境の変化は小さいと考えられ、魚類、底生動物の生
息は維持されると考えられる。 
河川連続性は現況において分断されており、変化は小さ

いことから、魚類の生息環境の変化は小さいと考えられ
る。 

○※ － 

緩やかな

盆地区間 

「緩やかな盆地区間」は、直接的な改変が生じる区間に
該当しない。 
また、洪水調節地より上流であることから、水質及び河

床の変化はないと考えられる。 

－ － 

山地区間

で合流す

る支川 

「山地区間で合流する支川」は、直接的な改変が生じる
区間に該当しない。試験湛水時の冠水により約 1km(約
6.0%)において河岸植生がほぼ変化するが、長期的にはそ
れぞれの場所の環境条件に応じた植生に遷移するものと
考えられ、生息・生育環境及び生息・生育する生物群集の
変化は小さく、魚類の餌生物である落下昆虫や底生動物へ
の有機物供給は一定程度維持されると考えられる。 
また、洪水調節地より上流であることから、水質及び河

床の変化はないと考えられる。 

○※ － 

注）○：環境保全措置の環境保全措置の検討を行う。(ただし、「工事の実施」における直接改変及び直接改変等以

外の改変区域付近の環境の変化による生育環境の変化の影響に対する環境保全措置の検討は、「土地又は

工作物の存在及び供用」に併せて検討する。) 

－：環境保全措置の検討を行わない。 

※：影響は小さいと考えられるが、急峻な山地区間及び山地区間で合流する支川の河岸植生のより確実な回復を

図るため、急峻な山地区間及び山地区間で合流する支川における河岸植生モニタリング及びその結果に応じ

た必要な措置の検討を行う。 
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(2) 工事の実施における環境保全措置 

1) 環境保全措置の検討 

地域を特徴づける生態系典型性（陸域）及び生態系典型性（河川域）への影響に対する環

境保全措置について複数案を比較検討した。環境保全措置の検討内容を表 5.1.8-75 に示す。

なお、「工事の実施」における地域を特徴づける生態系上位性（河川域）カワガラスへの影響

に対する環境保全措置については、「土地又は工作物の存在及び供用」に併せて検討した。 

 

表 5.1.8-72 工事の実施におけるにおける環境保全措置の検討内容 

環境保全措置 環境保全措置のねらい 検討した環境保全措置の内容 

a ダム洪水調節地内にお

ける植生モニタリング

及びその結果に応じた

必要な措置の検討 

ダム洪水調節地内の植

生のより確実な回復を

図る 

ダム洪水調節地内の植生のより確

実な回復を図るため、モニタリン

グを行い、結果に応じた必要な措

置を検討する。 

b 急峻な山地区間及び山

地で合流する支川にお

ける河岸植生モニタリ

ング及びその結果に応

じた必要な措置の検討 

急峻な山地区間及び山

地で合流する支川にお

ける河岸植生のより確

実な回復を図る 

急峻な山地区間及び山地で合流す

る支川における河岸植生のより確

実な回復を図るため、モニタリン

グを行い、結果に応じた必要な措

置を検討する。 

 

比較検討を行ったところ、地域を特徴づける生態系の保全の効果が期待できる「ダム洪水

調節地内における植生モニタリング及びその結果に応じた必要な措置の検討」及び「急峻な

山地区間及び山地で合流する支川における河岸植生モニタリング及びその結果に応じた必

要な措置の検討」を環境保全措置とする。 

環境保全措置の検討結果を表 5.1.8-73 に示す。 

 

表 5.1.8-73 工事の実施における環境保全措置の検討結果（1） 
項目 内容 

種名 典型性（陸域） 

環境影響 「アカマツ林」、「スギ・ヒノキ植林」及び「落葉広葉樹林」については、試験湛水
により一部に変化が生じると考えられるが、その割合は小さく大部分が残存し、森
林の階層構造及び植生の分布状況に変化は生じないことから、そこに生息・生育す
る生物群集の構成にも大きな変化はないと考えられる。 
なお、試験湛水により植生変化が生じた箇所は、長期的にはそれぞれ場所の環境条
件に応じた植生に遷移するものと考えられる。 

環境保全措置
の方針 

環境影響は小さいと考えられるが、ダム洪水調節地内の植生のより確実な回復を図
る。 

環境保全措置
案 

a.ダム洪水調節地内における植生モニタリング及びその結果に応じた必要な措置
の検討 

環境保全措置
の実施の内容 

試験湛水後、ダム洪水調節地内において植生の状況についてモニタリングを行い、
その結果に応じて必要な措置を検討する。 

環境保全措置
の効果 

試験湛水後のダム洪水調節地内の植生の状況を確認することで、措置の必要性の判
断及びその内容検討のための情報が得られることが期待できる。 

環境保全措置
の実施 

試験湛水後のダム洪水調節地内の植生の状況を確認することで、措置の必要性の判
断及びその内容検討のための情報が得られることが期待できるため、環境保全措置
を実施する。 
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表 5.1.8-73 工事の実施における環境保全措置の検討結果（2） 
項目 内容 

種名 典型性（河川域） 

環境影響 試験湛水により「急峻な山地区間」の河岸植生に変化が生じるが、変化する区間は
一部であり、河岸植生が変化した範囲についても長期的にはそれぞれの場所の環境
条件に応じた植生に遷移するものと考えられることから、生息・生育環境及び生息・
生育する生物群集の変化は小さく、魚類の餌生物である落下昆虫や底生動物への有
機物供給は一定程度維持されると考えられる。 

環境保全措置
の方針 

環境影響は小さいと考えられるが、急峻な山地区間及び山地で合流する支川におけ
る河岸植生のより確実な回復を図る。 

環境保全措置
案 

b.急峻な山地区間及び山地で合流する支川における河岸植生モニタリング及びそ
の結果に応じた必要な措置の検討 

環境保全措置
の実施の内容 

試験湛水後、急峻な山地区間及び山地で合流する支川において河岸植生の状況につ
いてモニタリングを行い、その結果に応じて必要な措置を検討する。 

環境保全措置
の効果 

試験湛水後の急峻な山地区間及び山地で合流する支川の河岸植生の状況を確認す
ることで、措置の必要性の判断及びその内容検討のための情報が得られることが期
待できる。 

環境保全措置
の実施 

試験湛水後の急峻な山地区間及び山地で合流する支川の河岸植生の状況を確認す
ることで、措置の必要性の判断及びその内容検討のための情報が得られることが期
待できるため、環境保全措置を実施する。 

 

2) 検討結果の検証 

地域を特徴づける生態系への影響については、複数案の比較検討を踏まえ、「洪水調節地内

における植生モニタリング及びその結果に応じた必要な措置の検討」及び「急峻な山地区間

及び山地で合流する支川における河岸植生モニタリング及びその結果に応じた必要な措置

の検討」を行うことにより、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低

減されていると考えられる。 

 

3) 検討結果の整理 

地域を特徴づける生態系に対する環境保全措置の検討結果の整理を表 5.1.8-74に示す。 
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表 5.1.8-74 工事の実施における環境保全措置の検討結果の整理（1） 

項目 内容 

種名 典型性（陸域） 

環境影響 「アカマツ林」、「スギ・ヒノキ植林」及び「落葉広葉樹林」については、試験湛水により一部に変化が生

じると考えられるが、その割合は小さく大部分が残存し、森林の階層構造及び植生の分布状況に変化は生

じないことから、そこに生息・生育する生物群集の構成にも大きな変化はないと考えられる。 

なお、試験湛水により植生変化が生じた箇所は、長期的にはそれぞれ場所の環境条件に応じた植生に遷移

するものと考えられる。 

環境保全措置の方針 環境影響は小さいと考えられるが、洪水調節地内における植生のより確実な回復を図る。 

環境保全措置案 a.ダム洪水調節地内における植生モニタリング及びその結果に応じた必要な措置の検討 

環
境
保
全
措
置
の
実
施
内
容 

実施主体 事業者 

 

実施方法 試験湛水後、ダム洪水調節地内において植生の状況についてモニタリングを行い、その結果に応じて必要

な措置を検討する。 

そ
の
他 

実施期間 試験湛水によるダム洪水調節地内の植生変化の状況を把握できる時期 

 

実施範囲 ダム洪水調節地内 

 

実施条件 特になし 

 

環境保全措置を講じた

後の環境の状況の変化 

特になし 

環境保全措置の効果 試験湛水後のダム洪水調節地内の植生の状況を確認することで、措置の必要性の判断及びその内容検討

のための情報が得られることが期待できる。 

環境保全措置の効果の

不確実性の程度 

特になし 

環境保全措置の実施に

伴い生ずるおそれがあ

る環境への影響 

他の環境要素への影響はないと考えられる。 

環境保全措置の課題 特になし 

検討の結果 実施する。 

モニタリングの内容については、専門家の指導、助言を得ながら検討する。 

 

表 5.1.8-74 工事の実施における環境保全措置の検討結果の整理（2） 
項目 内容 

種名 典型性（河川域） 

環境影響 試験湛水により「急峻な山地区間」の河岸植生に変化が生じるが、変化する区間は一部であり、河岸植生

が変化した範囲についても長期的にはそれぞれの場所の環境条件に応じた植生に遷移するものと考えら

れることから、生息・生育環境及び生息・生育する生物群集の変化は小さく、魚類の餌生物である落下昆

虫や底生動物への有機物供給は一定程度維持されると考えられる。 

環境保全措置の方針 環境影響は小さいと考えられるが、急峻な山地区間及び山地で合流する支川における河岸植生のより確

実な回復を図る。 

環境保全措置案 b.急峻な山地区間及び山地で合流する支川における河岸植生モニタリング及びその結果に応じた必要な

措置の検討 

環
境
保
全
措
置
の
実
施
内
容 

実施主体 事業者 

 

実施方法 試験湛水後、急峻な山地区間及び山地で合流する支川において河岸植生の状況についてモニタリングを

行い、その結果に応じて必要な措置を検討する。 

そ
の
他 

実施期間 試験湛水による急峻な山地区間及び山地で合流する支川における河岸植生の状況を把握できる時期 

 

実施範囲 急峻な山地区間及び山地で合流する支川 

 

実施条件 特になし 

 

環境保全措置を講じた

後の環境の状況の変化 

特になし 

環境保全措置の効果 試験湛水後の急峻な山地区間及び山地で合流する支川の河岸植生の状況を確認することで、措置の必要

性の判断及びその内容検討のための情報が得られることが期待できる。 

環境保全措置の効果の

不確実性の程度 

特になし 

環境保全措置の実施に

伴い生ずるおそれがあ

る環境への影響 

他の環境要素への影響はないと考えられる。 

環境保全措置の課題 特になし 

検討の結果 実施する。 

モニタリングの内容については、専門家の指導、助言を得ながら検討する。 
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(3) 土地または工作物の存在及び供用における環境保全措置 

1) 環境保全措置の検討 

地域を特徴づける生態系上位性（河川域）カワガラスへの影響に対する環境保全措置につ

いて複数案を比較検討した。環境保全措置の検討内容を表 5.1.8-75 に示す。 

 

表 5.1.8-75 生態系の土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置の検討内容 

環境保全措置 環境保全措置のねらい 検討した環境保全措置の内容 

a 建設機械の稼働に伴う

騒音等の抑制 

生息・繁殖に対する影

響の低減 

低騒音、低振動の工法を採用する。

車両等のアイドリングを停止す

る。 

b 作業員の出入り、工事

用車両の運行に対する

配慮 

生息・繁殖に対する影

響の低減 

作業員や工事用車両が営巣地付近

に不必要に立ち入らないよう制限

する。 

c 営巣環境となり得る環

境の創出 

繁殖に対する影響の

低減 

本種の営巣環境となり得る環境を

設ける。 

d 監視とその結果への対

応 

重要な種の生息・繁殖

状況のモニタリング 

重要な種の生息・繁殖状況を監視

し、必要に応じて対策を講じる。 

 

比較検討を行ったところ、地域を特徴づける生態系の保全の効果が期待できる「建設機械

の稼働に伴う騒音等の抑制」、「作業員の出入り、工事用車両の運行に対する配慮」、「営巣環

境となり得る環境の創出」、「監視とその結果への対応」を環境保全措置とする。 

環境保全措置の検討結果を表 5.1.8-76 に示す。 
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表 5.1.8-76 土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置の検討結果 
項目 内容 

種名 カワガラス 

環境影響 予測地域周辺で確認されている 8 つがいのうち 5つがいでは、試験湛水に伴う一定
期間の冠水及びダム洪水調節に伴う一時的な冠水並びに直接改変以外(建設機械の
稼働等)により、生息環境の変化及び繁殖活動への影響が生じる可能性が考えられ
る。 

環境保全措置
の方針 

工事の実施及び土地又は工作物の存在及び供用により生息環境の変化及び繁殖活
動への影響を最小限にとどめる。 
事業実施期間中に生息状況をモニタリングし、事業の影響有無を把握する。 

環境保全措置
案 

a.建設機械の稼働
に伴う騒音等の抑
制 

b.作業員の出入
り、工事用車両の
運行に対する配慮 

c.営巣環境となり
得る環境の創出 

d.監視とその結果
への対応 

環境保全措置
の実施の内容 

低騒音、低振動の
工法を採用する。 
車両等のアイドリ
ングを停止する。 

作業員や工事用車
両が営巣地付近に
不必要に立ち入ら
ないよう制限す
る。 

本種の営巣環境と
なり得る環境を設
ける。 

事業実施区域及び
その周辺の重要な
種の生息・繁殖状
況を監視し、必要
に応じて対策を講
じる。 

環境保全措置
の効果 

騒音、振動が生息・
繁殖に与える影響
を低減する効果が
期待できる。 

作業員の出入りや
工事用車両の運行
が生息・繁殖に与
える影響を低減す
る効果が期待でき
る。 

営巣環境となり得
る環境を整備する
ことで、繁殖活動
への影響を低減す
る効果が期待でき
る。 

生息・繁殖状況の
変化を把握するこ
とで、事業の影響
有無を評価するこ
とが期待できる。 

環境保全措置
の実施 

騒音、振動が生息・
繁殖に与える影響
を低減する効果が
期待できるため、
本環境保全措置を
実施する。 

作業員の出入りや
工事用車両の運行
が生息・繁殖に与
える影響を低減す
る効果が期待でき
るため、本環境保
全措置を実施す
る。 

営巣環境となり得
る環境を整備する
ことで、繁殖への
影響を低減する効
果が期待できるた
め、本環境保全措
置を実施する。 

生息・繁殖状況の
変化を把握するこ
とで、事業の影響
有無を評価するこ
とが期待できるた
め、本環境保全措
置を実施する。 

 

2) 検討結果の検証 

地域を特徴づける生態系への影響については、複数案の比較検討を踏まえ、「建設機械の稼

働に伴う騒音等の抑制」、「作業員の出入り、工事用車両の運行に対する配慮」、「営巣環境と

なり得る環境の創出」、「監視とその結果への対応」を行うことにより、事業者により実行可

能な範囲内でできる限り回避され、又は低減されていると考えられる。 

 

3) 検討結果の整理 

地域を特徴づける生態系に対する環境保全措置の検討結果の整理を表 5.1.8-77 に示す。 
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表 5.1.8-77 土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置の検討結果の整理 
項目 内容 

種名 カワガラス 

環境影響 予測地域周辺で確認されている 8 つがいのうち 5 つがいでは、試験湛水に伴う一定期間の冠水及びダム

洪水調節に伴う一時的な冠水並びに直接改変以外(建設機械の稼働等)により、生息環境の変化及び繁殖

活動への影響が生じる可能性が考えられる。 

環境保全措置の方針 工事の実施及び土地又は工作物の存在及び供用による生息環境の変化及び繁殖活動への影響を最小限

にとどめる。 

生息・繁殖状況をモニタリングし、事業の影響有無を把握する。 

環境保全措置案 a.建設機械の稼働に伴う

騒音等の抑制 

b.作業員の出入り、工事

用車両の運行に対する配

慮 

c.営巣環境となり得る環

境の創出 

d.監視とその結果への対

応 

環
境
保
全
措
置
の
実
施
内
容 

実施主体 事業者 事業者 事業者 事業者 

実施方法 低騒音、低振動の工法を

採用する。 

車両等のアイドリングを

停止する。 

作業員や工事用車両が営

巣地付近に不必要に立ち

入らないよう制限する。 

本種の営巣環境となり得

る環境を設ける。 

事業実施区域及びその周

辺の重要な種の生息・繁

殖状況を監視し、必要に

応じて対策を講じる。 

そ
の
他 

実施期間 対象つがいの行動圏内に

おける工事実施期間中 

対象つがいの行動圏内に

おける工事実施期間中 

試験湛水の実施前 対象つがいの行動圏内に

おける工事実施期間中及

び供用開始後 

実施範囲 対象つがいの行動圏内 対象つがいの行動圏内 対象つがいの行動圏内及

びその周辺 

対象つがいの行動圏内 

実施条件 特になし 特になし 既往の調査結果や生態特

性をもとに、繁殖に適し

た環境に整備する。 

モニタリングの結果をも

とに、影響の程度を確認

する。モニタリングの結

果、影響の程度が大きい

ことが明らかになった場

合は、必要に応じて対策

を講じる。 

環境保全措置を講じた

後の環境の状況の変化 

工事に伴う騒音等が軽減

される。 

車両及び作業員の出入り

等が少なくなる。 

繁殖への影響を低減する

効果が期待できる。 

特になし 

環境保全措置の効果 騒音、振動が生息・繁殖に

与える影響を低減する効

果が期待できる。 

作業員の出入りや工事用

車両の運行が生息・繁殖

に与える影響を低減する

効果が期待できる。 

営巣環境となり得る環境

を整備することで、繁殖

への影響を低減する効果

が期待できる。 

生息・繁殖状況の変化を

把握することで、事業の

影響有無を評価すること

が期待できる。 

環境保全措置の効果の

不確実性の程度 

保全措置の効果が生息・

繁殖に与える影響を定量

的に評価することが難し

い。しかし、他事業におけ

る実施例もあり、繁殖に

成功している例もあるこ

とから、保全措置による

一定の効果があることの

不確実性は小さい。 

保全措置の効果が生息・

繁に与える影響を定量的

に評価することが難し

い。しかし、他事例におけ

る実施例は多く、繁殖に

成功している例もあるこ

とから、保全措置による

一定の効果があることの

不確実性は小さい。 

創出した環境を対象種が

利用することの不確実性

がある。 

特になし 

環境保全措置の実施に

伴い生ずるおそれがあ

る環境への影響 

他の環境要素への影響は

ないと考えられる。 

他の環境要素への影響は

ないと考えられる。 

他の環境要素への影響は

ないと考えられる。 

他の環境要素への影響は

ないと考えられる。 

環境保全措置の課題 特になし 特になし 実施内容については、専

門的判断を要する。 

特になし 

検討の結果 実施する 実施する 実施する 実施する 

騒音、振動が生息・繁殖に

与える影響を低減する効

果が期待できる。 

作業員の出入りや工事用

車両の運行が生息・繁殖

に与える影響を低減する

効果が期待できる。 

営巣環境となり得る環境

を整備することで、繁殖

への影響を低減する効果

が期待できる。 

生息・繁殖状況の変化を

把握することで、事業の

影響有無を評価すること

が期待できる。 
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(4) 事業者として配慮する事項 

事業実施区域周辺の生態系に配慮し、環境保全措置と併せて、必要に応じて以下の配慮を

講じる。 

1) 森林伐採に対する配慮 

森林を伐採する際には必要以上の伐採を行わず、伐採区域が最小限となるよう検討を行う。 

2) ダム洪水調節地内の植生の早期回復の促進 

ダム洪水調節地内の森林環境は、試験湛水終了後、草地や先駆的樹林を経て落葉広葉樹林

に遷移すると考えられるが、在来種等の苗木育成・植栽するなど、樹林環境の早期回復の促

進について検討を行う。植栽する樹種の選定及び植栽箇所の検討については、専門家の指導

及び助言を得ながら実施する。 

3) 法面等の緑化 

工事により発生する法面等について、緑化対策等の検討を行う。 

4) 試験湛水の実施方法等の検討 

ダム洪水調節地内の環境への影響を低減できるよう、他の流水型ダムにおける試験湛水事

例も参考に実施方法（実施時期、水位低下速度等）について検討を行う。 

5) 生物の移動連続性確保等に配慮した河床部放流設備の構造検討 

ダム上下流に生息する生物への影響を低減できるよう、生物の移動連続性確保等に配慮し

た河床部放流設備の構造について検討を行う。 

6) 保全措置対象種以外の種に対する個体移植等の検討 

試験湛水実施前、仮締切実施前などに、個体の移植等を行い事業影響を低減する。 

7) 残存する生息・生育環境への影響に対する配慮 

改変区域周辺の環境を必要以上に撹乱しないように留意する、夜間照明については昆虫類

の誘引に留意して製品を検討する、試掘坑等にはコウモリの侵入防止策を講じる等の配慮を

行う。 

8) 動物の生息状況の監視とその結果への対応 

営巣地を移動させる可能性のある猛禽類に対しては、専門家の指導、助言を得ながら繁殖

状況調査等を随時行う。なお、猛禽類以外の種についても、必要に応じて生息状況や生息環

境の変化の状況等について確認を行う。 

9) 水質モニタリングの実施 

工事中及び供用後の水質の変化の有無等の確認のため、水質のモニタリングを実施する。

なお、水質事故の発生が確認された際には、適切な対策を行う。 

10) 外来種への対応 

事後調査等の実施時に確認された特定外来生物等については、法令等に則り適切に対処す

る。また、ダム洪水調節地管理にあたっては、外来種による地域の生態系への影響に配慮し、

関係機関と協力した取り組みに努める。 

 

上記を実施した結果、影響が懸念される場合には、必要に応じて調査を行い、影響の程度

が著しいことが明らかになった場合には、専門家の指導、助言を得ながら、適切な措置を講

ずる。  
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5.1.8.6 事後調査 

事後調査は、予測の不確実性の程度が大きい選定項目について、「環境保全措置を講ずる場

合」、「効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合」、「工事の実施中及び土地又は工

作物の供用開始後において環境保全措置の内容をより詳細なものにする必要があると認めら

れる場合」、及び「代償措置について効果の不確実性の程度及び知見の充実の程度を勘案して事

後調査が必要であると認められる場合」において、環境影響の程度が著しいものとなるおそれ

があるときは、ダム事業に係る工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境の

状況を把握するために行う。 

生態系に係る事後調査は、専門家の指導及び助言を踏まえ、客観的かつ科学的に選定した。 

実施するとした事後調査の項目及び手法等を表 5.1.8-78 に示す。 

 

表 5.1.8-78 事後調査の項目及び手法等 

項目 手法等 

生態系 

上位性 

（ 河 川

域） 

カワガラス 1.行うこととした理由 

環境保全措置として建設機械の稼働に伴う騒音等の

抑制、作業員の出入り・工事用車両の運行に対する配慮、

営巣環境となり得る環境の創出、監視とその結果への対

応を実施することから、その効果を確認するための事後

調査を行う。 

2.項目及び手法 

(1)環境保全措置の内容を詳細にするための調査 

調査時期は工事の実施前とする。調査地域は対象つが

いの行動圏内を基本とする。調査方法は対象つがいの生

息状況及び繁殖状況の確認による。 

(2)環境保全措置の実施後に生息状況を把握するための

調査 

調査時期は工事の実施中及び供用開始後とする。調査

地域は対象つがいの行動圏内を基本とし、特に営巣地と

工事箇所の位置関係を考慮する。調査方法は対象つがい

の生息状況及び繁殖状況の確認による。 

3.環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合

の対応の方針 

対象つがいの生息状況や繁殖状況に応じ、専門家の指

導及び助言により対応する。 
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5.1.8.7 評価の結果 

(1) 評価の手法 

1) 回避又は低減の視点 

地域を特徴づける生態系に係る「工事の実施」及び「土地又は工作物の存在及び供用」に

よる環境影響に関し、工事の工程・工法の検討、環境保全設備の設置及び施設等の配置の配

慮により、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低減されており、必

要に応じその他の方法により環境の保全についての配慮が適正になされているかどうかに

ついて事業者の見解を明らかにすることにより行った。 

 

(2) 評価の結果 

生態系については、地域を特徴づける生態系について上位性、典型性及び特殊性の観点か

ら調査、予測を実施した。その結果を踏まえ、上位性(河川域)、典型性（陸域）及び典型性

（河川域）について、環境保全措置の検討を行い、地域を特徴づける生態系に係る環境への

影響を低減することとした。 

また、事業者として配慮する事項として、森林伐採に対する配慮、ダム洪水調節地内の植

生の早期回復の促進、法面等の緑化、試験湛水の実施方法等の検討、生物の移動連続性確保

等に配慮した河床部放流設備の構造検討、保全措置対象種以外の種に対する個体移植等の検

討、残存する生息・生育環境への影響に対する配慮、動物の生息状況の監視とその結果への

対応、水質モニタリングの実施、外来種への対応を行うこととした。 

これにより、生態系に係る環境影響が事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避さ

れ、又は低減されていると判断する。 
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